
え，当時の民有林面積の ％を占めていた．国の近代化

政策（補助事業）の対象とする面積約 万 の内，

年で整備済みの入会林野等は約 万 ，未整備が約

万 ，不明が 万 となっている．入会林野近代化法
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（ 年）によって 年に開始された入会林野等整備

事業は，第 期（ 年）の約 万 ，第 期（

年）の約 万 ，第 期（ 年）の約

万 ，第 期（ 年）は 年まで約 万

と推移した（林野庁業務資料）．

近年の整備面積の停滞は否定しがたい事実である．そ

れは，整備事業，つまり入会林野等の所有権の確定など

を柱とする権利関係の近代化政策と林業経営の近代化政

策及び構造改善政策が制度的な壁に突き当たったことを

意味するものである．そして，それは林業構造自体の構

造的矛盾とそれを規定する世界経済と日本経済及び地域

経済の変化，そして政策の矛盾といった複合的な社会経

済的な要因や制度に起因するものである．

ところで，この問題の解決に関して提唱されている一

つの立論がある．それは，地球環境問題の拡大と合わ

せ，環境保全のためにも入会林野の近代化を停止すべき

だ，ないしは現状のままに置くべきだという主に研究者

側からの政策的提起である ）．それは研究者によって提

唱の内容にかなりの多様性と幅を持つが，入会林野は則

コモンズとの理解に立つことが一般的なため，本稿では

その立論を林野コモンズ論と呼ぶことにする．

さて，林野コモンズ論が前提，ないしは論拠とするの

が今日のコモンズ論である．コモンズ論は，日本では宇

沢弘文氏等が提唱するものである ）．宇沢氏等は社会的

共通資本の一つとしてコモンズを措定し，その一つに入

会を取り上げている．宇沢氏等のコモンズ論は，自然や

土地，農地・森林とその管理の持つ共同性に着目してい

るが，それはあくまでも市場経済を前提とした社会的共

通資本としてである点を確認しておきたい．

コモンズ論の批判的検討と論点

しかし，マルクスが指摘するように，土地つまり 大

地は，労働手段や労働材料を提供し，また居住地，共同

団体の基地【 】をも提供するところの大きな仕事

場であり，兵器廠である．人間は，共同団体，しかも生

きた労働のかたちで自己を再生産し，また再生産すると

ころの共同団体の財産である大地と素朴に関係する．

個々人は，いずれも所有者または占有者としてこの共同

団体の手足として，その成員としてふるまうにすぎな

い ）．

すなわち，土地は，そもそも私的所有の対象にはなら

ない共同団体による共同物である．人類史において土地

が私的所有の対象とされた歴史は，古典古代のローマ社

会と資本主義社会のみであり，極めて短い．そもそも共

同性を持つ土地が，資本主義的土地所有（近代的土地所

有）として全面的に土地資本化するのは資本主義社会に

おいてであり，そこで資本化された土地とその共同的本

質とが矛盾に逢着する．つまり，所有と利用の矛盾とし

ての土地問題が顕在化するのである．

入会問題は，まず所有と利用の矛盾という農林業の土

地問題の一環をなすものであり，その矛盾の解決は，生

産力的な経営技術の向上と生産組織の発展，利用権を促

進する土地制度の展開によって実現するものである．林

野コモンズ論には欠落しているこうした視点 ）から，小

論を構成したい．

次に，林野コモンズ論には抜け落ちているとみられる

地方自治論（地方自治の本旨，住民自治と団体自治）か

ら入会問題を検討する必要性を指摘したい．それは，近

年増加する地縁団体による入会林野の管理問題 ）に対す

る評価と強く関係するからである．

最後に，民主主義と入会の問題がある．それは，民法

の 各地方の慣習 の評価に関わる問題である．民法

条（共有の性質を有する入会権）と 条（共有の性質

を有しない入会権）に規定された入会権の根拠たる 各

地方の慣習 に関わる前近代性と非民主性の認識は，コ

モンズ論者の民主主義と入会に対する理解度を計る指標

ともいえよう ）．

小論は，以上の課題について，林野コモンズ論の批判

的検討を踏まえた上，二つの地域事例の実証的検討等か

ら明らかにするものである．

．日本の入会権と入会権論の問題点及び

研究方法論的対案

入会権の問題点とコモンズ論の視角

日本の現在の入会権を，利用権の一つとしてみたと

き，その特徴は権利主体が集団として単一性を持ち，利

用が単層的な点にある．それは，漁業権が海面公有の原

則の下，漁期，漁獲方法，沖合・地付きなどの複数の利

用主体を前提とし，利用も漁期などを分けて重層的であ

る ）ことと対比すれば，一層鮮明になる．公共事業の後

押しを受け展開してきた，また技術的には人工造林主義

（木材栽培）に依拠し拡大してきた戦後の森林資源政策

が，住民自治の後退と地域社会の崩壊を伴いつつ，入会
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林野の重層的な利用の可能性を縮小させたことは否定し

ようのない事実である．

次に，日本の土地利用権は省庁の縦割り行政別に地目

毎に区分かつ固定され，地目間の転用や利用，そして地

目内での重層的な利用は希である．一方，ゲヴェーレ的

利用 ）を認めるドイツでは，重層的な土地利用により農

地や森林などの地目面積合計が国土面積よりも多いとい

われる．自然の季節性を否定するのでなく，それを生か

しながら，複数の利用主体が複数の作目等を生育させる

ことが，国土の土地生産力を増進するためのもっとも持

続性の高い土地経営と国土利用といえる ）．しかし，現

在の日本ではそうした経営と利用を助長する土地制度を

容易にはみいだせない．

さて，こうした観点から，コモンズ論の前提をみてみ

ると，第 に現在の日本の入会権をゲヴェーレ的利用の

一種，つまり共同体的所有としてみることは妥当であろ

うか．そもそも入会権は地益入会権も含めて，土地の排

他的・独占的な利用権のことである．そして土地の排他

的・独占的利用権とは，実は所有権に他ならない．した

がって，入会の権利主体の複数主義が軽視されることに

なると，入会権の擁護が利用権の真の拡大ではなく，逆

に単に所有権を守ることに矮小化されかねないことも危

惧される ）．第 に，入会権の根拠である民法の 各

地方の慣習 の世帯主義が，家督制度等に示される日本

の家族制度の遅れ ）に規定されて，現実的には世帯主

主義に置き換えられている点がある．その意味でも，あ

らためて，政策的な入会権の近代化とともに，憲法の人

権理念にたった入会権の民主化と社会化が必要とされる

のではないだろうか．第 に，近年増加している地縁団

体による入会林野管理について，森林資源政策からだけ

ではなく，地方自治・住民自治の原則から地縁団体の新

しい位置づけと新しい役割を考える必要性がある．この

点に関連し，戦前の地縁団体の果たした役割に無関心な，

そして単なる資源政策の立場からその梃子として地縁団

体を無原則に評価する近年の論調は，歴史認識からも大

きな問題を持つものといえる．

林野コモンズ論への視角 半田良一氏のコモンズ論

の分析

（ ）分析視角

日本の入会を則コモンズとする立論（林野コモンズ論）

を批判的に検討する上で，まずコモンズ論の原則をもう

一度，確認したい．経済学者のコモンズ論は，現在の多

国籍企業の規制緩和・市場開放至上論を克服するため，

オルタナティブな市民学派が，人間・環境資源を地球市

民の共有財産として取り扱うクローズドな社会経済シス

テムの方法論として提起したものである，端的にいうと

コモンズ は比喩による一つの経済モデルであると考

えられる．したがって，入会林野に限らず，森林・山村

地域問題をその視点から再構成していくことが，コモン

ズに関する議論を生産的にする道である ）．

林野コモンズ論について，近年少なくない数の著書・

論文が公刊され，活発な議論が交されている ）．すべ

てを紹介する紙幅は与えられていないので，そうした議

論を総括すべく，近年いくつかの学会誌等にこの問題に

関する貴重な論文を精力的に執筆されている半田良一氏

の研究をトレースし，批判的検討を加えることにしたい．

同氏の関連の全業績から，小論では 村落と環境 に記

された論文（以下，半田論文と略）を取り上げることに

する ）．

半田論文を取り上げる理由は， コモンズ論者として

は，自らの課題に応えるような法制度の具体像を提示し

て初めて，論を完結したといえるのではなかろうか（同

上）と説得的な指摘をする，つまり研究者に不可欠な原

則的な基本スタンスを，同様に小論も尊重するが故であ

る．この指摘に賛意を表しつつ，その上で，いくつかの

疑問点を提示する．

（ ）森林管理と農家・集落の土地管理の切断

まず森林管理を農家の土地管理と切断する限界性があ

る．土地利用についてみれば，地域経済にとって森林よ

り重要な地域での農地管理（営農）の分析が欠如してい

る点がある．入会集団の構成員である大半の農家を，主

要な土地利用である営農から切り離して，抽象的かつ一

般的に分析することの限界性はあらためて指摘するまで

もない．

次に，集落の土地管理主体の現状（特に農家の状況）

分析の欠如がある．集落問題は，集落の階層構造よりは

集落の都市化という一般問題に置き換えられ，過疎問題

を踏まえた入会権者の就業構造と生活様式という現実分

析が欠如しているのではないか．

最後に，民法上の入会権と実態としての入会の中に残

された前期性の問題がある．例えば，男性世帯主が不在

の場合のみ女性が権利者となるが，それを除けば権利者

は農地同様に直系男子で継承（ 相続）されてきた点が
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あり，今後，入会権の 各地方の慣習 を民主的に改革

してゆく課題が残されている．半田論文にはこうした視

点はあまり鮮明ではないが，それは集落の現実分析の欠

如の帰結でもあろう．

（ ）生産森林組合と入会整備との短絡

まず，生産森林組合 入会整備組織とする理解の事実

誤認があげられる．法制度の歴史についてみれば，生産

森林組合（森林法， 年）を入会整備のためにつくら

れたとする理解は端的にいって誤りである．生産森林組

合は入会整備（入会林野等に係る権利関係の近代化の助

長に関する法律， 年）を目的に設けられた制度では

なく，戦後民主化政策の一環としての漁業と中小企業の

協同組合法（生産協同組合の趣旨を規定）と同時期につ

くられたものであることを再度確認する必要がある．ま

た，農協法と異なり森組法は，内部に農事組合法人的な

規定を持たないため，生産森林組合に代わる役割を中小

企業等協同組合法，農業協同組合法などの 生産組合

に関する規定が果たしている．

次に，生産組合一般と生産森林組合の比較研究が必要

である．特に，入会林野近代化法以前と以後の生産森林

組合の歴史比較，また漁業入会権の近代化との比較研究

の必要がある．

この点に関連し，黒澤一清氏は次のように生産森林組

合の原則にとっても示唆的な指摘をする． 伝統的協同

経営形態は，生産組合運動の重要な戦略的条件である．

先資本主義的共同体は，本来自然発生的な保守的もので，

商品・貨幣経済に巻き込まれた瞬間から，自己崩壊に向

かうべきものである．他方生産組合は，本来商品・貨幣

経済のうちにそれ自体商品生産を目的として生れる目的

的機能集団であって，前者と比べて論理的に異質なもの

である．しかし歴史的には，古い共同体が，その形式を

継承しつつ漸次内容を変えながら，生産組合的機能を営

むようになることが出来る．わが国漁業においては，か

かるケースが多い．ただしそのためには，古い共同体が

新しい環境に自己適応すべき積極的な役割を果たさねば

ならない．共同体が，専ら旧態を維持するだけの役割し

か持ち得ないものであれば，かかるものが新しい時代に

生き残らねばならない理由はない ）（下線は引用者）．

こうした問題を含みつつも，半田論文は 入会的生森

から協業経営（生産森組）への移行を提示し，それを促

進できない現行森林組合法の問題点を明らかにしてい

る．この点は，生産森組の生産協同組合としての将来展

望や政策と関連して非常に重要である ）．なお，漁業

生産組合，企業組合，農事組合法人との制度的比較（表

）からも明らかなように，生産森組の分析は生産組

合一般においてなされるべきであり，ことさらその特殊

性を強調する必要性には乏しい点を付け加えたい．

（ ）家族経営的林業と林業基本法への認識の問題点

半田論文は，入会林野近代化法の上位法である林業基

本法は家族経営的林業（林家）を担い手として想定した

と理解するが，それは基本問題答申（ 年）の段階で

の認識であり，基本法は小規模経営と明記し，その規模

拡大という単なる構造改善対策の対象としたのであっ

た．近代化法はその意味では構造改善対策の手段でしか

なかったし，文面上は自立農家育成を基本に据えた農業

基本法とも異なるものであった．個別経営の質の違いと

その多様性を問わない量的な構造改善政策（公共事業と

しての人工造林を主軸とする）は，日本林業の現実には

適合的ではなかったのである．しかも，少なくない林業

経済研究者が，こうした近代化論に迎合していった．

林業基本法に基づく構造改善政策の二本柱であった民

有林での入会林野近代化政策は単なる所有権の近代化に

終始し，国有地入会権の残る国有林野の活用・地元利用

は国有林野活用法制定後，逆に衰退させられていった．

その結果，構造改善政策は森林組合の近代化のみに収束

し，真の構造政策は今日に到るまで実現しなかったとい

えよう．

入会林野近代化論の諸問題と方法論的対案

上記の点に関連するが，入会林野近代化法の衆議院陳

述で，入会研究の第一人者である戒能通孝氏が参考人と

して述べ， この法案による近代化の措置が，単なる土

地の所有関係を近代化するということではなく，その本

来の目的を造林や牧草地の造成などにおく立場にあると

するものならば，これに賛成するとされた ）．また，造

林は明治年代か，遅くとも大正初年に手をつけられたと

ころでは，将来に対しても有利な事業にはちがいない．

けれどもその時機を失し，いま新しく木を植えねばなら

ないというところでは，成木までの数十年，何をして地

元が食えるというのだろうか．小繋もその時機を明らか

に失した と述べている ）．この指摘には，同氏が地

主的林野所有対農民的酪農といった土地利用上の対抗関

係を踏まえた農業の将来展望を提示した ）のとは明ら

かに異なり，残念ながら林業については農民的な林野利

山形大学紀要（農学）第 巻 第 号



林
野
コ
モ
ン
ズ
論
に
関
す
る
実
証
的
研
究
─
菊
間
・
中
鉢
・
小
川

表 度制の合組同協産生

料資 組業企，合組産生業漁 つに合組林森産生，合 ．成作りよ法各はてい ていつに人法合組事農 著編繁美佐宇，は 経人法と団集農営域地 営 のへ化織組と例事践実
き引

手
，社論評済経本日 部一びよお用引りよ年 ．筆加

業企合組産生業漁人法 事農合組林森産生合組
業産水法拠根

人法合組
法合組同協 組同協等業企小中）年 法合 法林森）年 法合組林森，）正改年 法合組同協業農）年

う行のそ的目
）正改年

又員合組てつよに業事
の接直にめ

たの員会は 規小中
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用に対する過小評価と地主的造林に対する過大評価がう

かがわれる．

この点に関連し，また，あくまで結果論ではあるが，

造林は林業の目的から土地利用所有関係近代化の方法に

逆転し，紙パ資本の資源造成のための入会林野近代化政

策に先行した公有林（部落有林野）対策として実現した

のである ）．

以上とは対照的な漁業権に関する指摘を紹介する．

上からの共同化（戦後の漁業権近代化政策による，引

用者）に，下からの共同化運動を対置し，漁民の慣れ親

しんだこの社会形態の積極的機能を漁民的なものに発展

せしむべきである．その運動の推進力は青壮年層を中核

とする技術改良運動・家父長制や陳腐な伝統からの解放

運動．及び社会的労働評価を基準とする所得向上運動で

ある ）（下線は引用者）．

最後に，半田論文も含めて，現在の入会問題と林野コ

モンズ論の研究方法について，ふれておきたい．林野コ

モンズ論は，一般的なコモンズ論から抽象的・観念的に

敷衍されるのではなく，入会問題を具体的な土地問題（所

有と経営の矛盾）と地方自治（地域と住民の権利）の課

題として把握し，その実証的な分析を行い，論理的な将

来展望が語られるべきである．

．農業集落の慣行からみる集落機能 年農林業

センサス結果（農村集落調査）から

一方，入会集団を支える集落の状況はいかなるもの

か． 年度から農政では品目横断的経営安定対策が実

施され，担い手組織として認定農業者とともに，集落営

農組織が想定されている．中山間地域では，認定農業者

より集落営農組織の持つ役割が重要であるため，集落機

能の問題は特に重要である．

この点を，農業集落の慣行からみる集落機能 年

農林業センサス結果（農村集落調査） によりみてゆく

と，以下の点が明らかになる．

寄り合いの開催回数別農業集落数

集落機能全般の程度を示す 寄り合いの開催回数別農

業集落数 を全国，都市的地域，平地農業地域，中間農

業地域，山間農業地域別にみると，寄り合いを開催した

農業集落数の割合はそれぞれ ， ， ，

， となり，山間農業地域は都市的地域に次

いで低く，全般的な集落機能の低下がみられる．また，

山間農業地域の 農業集落当たりの寄り合い開催数は

と最低であることも，こうした傾向と一致する（表

）．

寄り合いの課題別開催農業集落数

集落の抱える課題を示す 寄り合いの課題別開催農業

集落数 をみると，全国では上位から集落行事の計画・

開催，農道・農業用用排水路・ため池の管理，環境美化・

自然環境の保全になる．また，山間農業地域は農業生産

に係わる事項（複数回答）と農道・農業用用排水路・た

め池の管理に係わる事項（同前）で話し合いを行った集

落数の割合が都市的地域に次いで低いことも，生産活動

の全般的な低下を示すものとみることができる．

一方，農業生産のための集落共有財産・集落共有林の

管理，集落共用の生活関連施設の管理，集落行事の計画・

開催，環境美化・自然環境保全をみると，山間農業地域

がもっとも高い割合を示すことは，集落機能が観念では

なく具体的な資源管理を中心に機能していること，その

核に森林の存在があることを示すものとして重要な点で

ある（表 ）．

集落共有財産・集落共有林の管理・話し合いを行っ

た場合の参加

管理・話し合いに参加した主体を農家，土地持ち非農

家，非農家としてみると，山間農業地域では農家が最大

で ％を占めている．さらに，土地持ち層（農家 土

地持ち非農家）と非農家層（土地持ち非農家 非農家層）

に分類すると，前者は ％を占め，後者より高いウエ
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表 寄り合いの開催回数別農業集落数

区 分

調査対象
農業集落
数

同左構成比
農業集

落当たり
の寄り合
い開催数

寄り合い
を開催し
た農業集
落

寄り合い
を開催し
なかった
農業集落

全 国
都市的地域
平地農業地域
中間農業地域
山間農業地域

資料 年農林業センサス結果（農村集落調査）より
作成



イトを占めるように，依然として土地持ち層の役割が地

域の中で大きいことが明らかである（表 ）．

なお，こうした土地持ち層を，山村地域でも数の上で

は圧倒的な兼業農家の労働者の存在として，つまり，今

日的な在村労働者として理解することが必要である．

農山村・山村の森林資源管理の現状

山村地域（山間農業地域）は農林業危機，個別経営解

体，集落崩壊のもとで，特にイニシアティブを発揮すべ

き協同組合等の主体の弱体化，そして行政機能の縮小か

ら，逆に集落組織への依存性が深まるという矛盾した傾

向を示しているものとみられる．

山村地域では集落共有財産・集落共有林の管理は依然

として土地持ち層が担っているが，非農家層よりは漸次

土地持ち非農家の割合が増してゆくものとみられる．こ

うした傾向は，集落機能に支えられた入会集団の性格を

当然変化させてゆくものとみられるのである．

次に，こうした視角から事例調査結果を紹介する．

入会林野近代化事業によらない

地縁団体化の選択と住民自治

山形県大江町貫見地区の事例

はじめに

戦後の町会・自治会は，所有する不動産を団体名義で

登記することができなかった，つまり権利能力なき社団

が， 年の地方自治法の一部改正により，一定の要件

を満たす団体については法人格が取得できるようになっ

た（地方自治法 条の ）．この点が，まず前提として

重要である．

こうした団体は， 年 月時点で全国の各都道府県

には町内会が 団体，自治会が 団体存在し，

その他部落会や区会などを合わせると の地縁団

体が存在するとされる（総務省 地縁による団体の認可

事務の状況等に関する調査 年）．なお，入会林野

近代化政策上において地縁団体とは対極にある生産森林

組合数は全国では 年の を頂点として，その後

減少に転じ 年には と推移している．小論の対

林野コモンズ論に関する実証的研究 ─菊間・中鉢・小川

表 寄り合いの議題別開催農業集落数・話し合いを行った場合の事項別割合（複数回答）

区 分
寄り合いを
開催した農
業集落数

農業生産に
関わる事項

農道・農業
用 用 排 水
路・ため池
の管理

農業生産の
ための集落
共有財産・
集落共有林
の管理

集落共用の
生活関連施
設の管理

集落行事の
計画・開催

環境美化・
自然環境の
保全

全 国
都市的地域
平地農業地域
中間農業地域
山間農業地域

資料 表 に同じ

表 農業生産のための集落共有財産・集落共有林の管理・話し合いを行った場合（複数回答）
土地持ち層・非農家層別

区 分
寄り合いを
開 催 し た
農業集落数

農 家 が
参 加

土地持ち
非農家が
参加

非農家が
参 加

土地持ち層 非農家層
土地持ち層
対非農家比

全 国
都市的地域
平地農業地域
中間農業地域
山間農業地域

資料 表 に同じ



象とする山形県内でもここ数年で つの生産森林組合が

解散し，地縁団体化している．

そうした事例として，山形県大江町貫見（ぬくみ）地

区の場合を考えてみることにする．同地区は山形県内陸

部の山村地域にあり，米と養蚕と木炭が地域を支えた

が，養蚕と木炭の崩壊後の過疎は激しいものがある．地

域社会のシンボルであり，地域自治とコミュニティーの

核であった小学校は 年に廃校となった．今や地域社

会への求心力を支える物的基盤は共有林だけになった

が，その共有林を維持する地域の力も弱体化している．

こうした中で，入会林野である共有林を維持するために

は入会林野近代化事業によって権利関係を整備するより

は，地縁団体による所有を望む声が大きくなり，地縁団

体による所有への再編成が進んだ．

貫見 名共有体の歴史と現状 地縁団体化の選択と

要因

山形県大江町貫見地区に所在する貫見 名共有体は，

現在，権利者数 名（内地区外 名）から構成され，

（内人工林 ）の山林原野を共有し，林業を営む

団体（入会集団）である． （明治 ）年に十数名の

共有名義で登記され， （昭和 ）年に，地区住民

名（山林利用者数）の共有名義に訂正登記し，再発足し

た．

貫見 名共有体は，林野の所有に関して当時の地区住

民以外の手に渡ることを避けたいと考える入会集団の構

成員が，共同の財産としての管理を目的に結成された．

当時は山林原野を利用することが多かったが，木材収入

を得ることが最大の目的ではなかった．山林原野から資

源を採取することが生活を営む上で非常に重要であった

ため，伝統的に利用していた山林を守っていきたいとい

う意識が住民には根付いていた．林野を利用する地区住

民にとっては集落の生活上も，大いに資産価値のある財

産だったといえる．

ここで人工造林の歴史をたどってみると，貫見 名共

有体の所有する共有林野では，昭和初期からスギの植栽

が開始された．この点を図 にみると，特に齢級 ・

と齢級 ・ の林分（ 年生， 年生）を両

極とした期間に集中していることがわかる．貫見 名共

有体発足直後，つまり戦後の農民的造林の進展期（齢級

・ ， 年前後）から，拡大造林の後期（齢級 ・

， 年前後）である．しかし，その後の木材自給率

の減少（地域材需要の減少）や木材価格の下落は，同共

有体の造林にも悪影響を与えるようになった．その頃か

ら町からも造林関連の補助金が交付されなくなり，その

結果森林作業が困難になりはじめた．山林は通常は造林

の必要がなくなり，管理・利用が少なくなると荒廃しが

ちであるが，貫見 名共有体の林野は毎年手入れを行い，

貫見集落の隣接集落の所有林野と比較しても林分の状況

は良好である．しかし，入会地で分割利用も進んでいた
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図 齢級別植栽面積と累計面積（スギ・マツ合計）
資料 貫見 名共有体山林植栽調べ（ ）（同共有体）より作成
注 横軸は，時系列を表現するため，一般的な齢級表と逆配置になっている．



桑畑への伝統的土地利用を否定する人工造林は，山菜な

どの非木材生産物の収穫量を急激に減少させ，その結果，

権利者の入会地への入林機会も減少させた．

近年の木材価格低迷などによる財政面の悪化，若者の

減少と高齢化などの社会的問題が原因となり，権利放棄

者も出てきたため，現在では権利者は 名にまで減少し

た．貫見 名共有体は，これ以上権利放棄者を出さず同

共有体を維持していくためには，入会林野近代化事業に

よらない運営形態の改善が必要であると考え，集落とし

て一ヵ年をもかけた議論の末，地縁団体化の道をとるに

至ったのである．この議論と合意のプロセスに住民自治

による分権的な資源管理の一定の展開を認めることがで

きる．

利用と管理に関する意向調査結果 男系の世帯主主

義（男子孫）の慣習

運営改善を目指す貫見 名共有体の権利者や家族に対

して，運営上での環境悪化の要因がその認識等に与える

問題を， 年にかけて実施した世帯調査，集落

調査等により詳細に明らかにすることができた．紙幅の

関係から要点のみに限定し，以下に示すことにする．

まず， 人の現権利者の男女別構成は，男 人，女

人であるように，女性は例外的である．また，権利継承

者についても，息子が 人，未定が 人，孫が 人，白

紙が 人，嫁が 人となり，女性は現権利者と同様に極

めて例外的である．その点では入会の権利が世帯主義と

いえ，かつ世帯主主義が一般的であり，その結果男子孫

が支配的となっていることが明らかである．

次に意向であるが，全体的にみても，林野への関心が

低く，問題解決に向けた共有体代表者の個人的努力とは

別に，他の権利者は 決定に反対するつもりはなく，代

表者に従うだけ という考えが多数を占めている．共有

林野への関心も低くなり，一年に一度も行かない権利者

は ％を占め，特に権利者以外を含めた女性対象では

％に達している．そうした点を反映して，権利者は男

女どちらが望ましいかについては，現在の権利者対象で

は ％が男性となった．一方，女性対象では男性とする

選択が低下して ％となっている．

このように，ほとんどが男性の意向という回答状況を

反映して， 貫見 名共有体に対して権利者には 今ま

で自分たちの財産だった林野の放棄，同共有体の解散は

避けたい との意見が多い． しかし， 権利継承者が

不在 ， 作業収入がない との理由で権利放棄を考える

人も少なくない． また，権利者が女性という世帯は少

なく，女性の生活意識から 家計にメリットのない貫見

名共有体参加は無意味 と思っていても，発言権がな

い故公言できない現状もある．しかし，女性や後継者の

議決権を保障することによって，これまでとは違う運営

の可能性も考えられるのである．

地縁団体化により新たに発生が予想される問題と今

後の課題

男子孫の問題と並んで重要な二番目の問題がある．上

述したように共有体は最終的に，今後の形態を入会林野

近代化事業によらずに，地方自治法上の 地縁団体 と

する点で合意をみた．しかし，地縁団体による所有は，

入会権利者のこれまでの管理（私権）とは異なり，入会

林野は権利者以外の住民も含む地区全体の財産となるた

め，一つは入会権がほぼ旧慣使用権化される可能性，つ

まり公権化される可能性が大きいこと，二つは山村の通

勤圏内化と都市化の中で新規参入住民の利用は拒否でき

なくなることが，問題点としてあげられる．

こうした二つの要素が拡大すれば，現在では少数例の

入会集団から地縁団体への組織替えは，決して安定的で

はなくなり，より多くの新たな問題が生じることも予想

される．

こうした問題への今後の課題として，林野を所有する

地縁団体が非営利組織である森林組合などに加入し，法

人としての性格と共に，経営体として非営利組織として

の位置づけを明確にすること，つまり広い意味での社会

化が必要となるであろう．

米軍基地内に未解決なまま残る入会問題と

入会集団側にも依然残る 世帯主主義

沖縄県金武町の 杣山訴訟

沖縄県の入会と杣山訴訟の経緯

杣山とは沖縄王府所有であり，明治 年代に国有林に

編入され，戦後は軍用地とされた 共有林 である．沖

縄県は農林行政上，入会権整備の対象となる土地は存在

しないとするが，復帰直後は県もその存在を認めてい

た ）．軍用地の多くが農地や入会地であり，米軍基地

のコンクリート滑走路の下には入会地が存在する．

さて，杣山訴訟とは沖縄県金武出身で他集落の男性と
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結婚し，金武区内に住む 人 人権を考えるウナイの会

が入会権を有する金武部落民会を相手に，正会員資格を

男性に限定し，女性に入会権補償の軍用地料を分配しな

いのは両性の平等を定めた憲法 条に違反するなどとし

て，正会員資格と補償金 万円余の分配を求めて，

年に起こした訴訟である．この訴訟に対して，那覇

地裁判決は 会則は憲法 条に違反する として全面的

に女性たちの主張を認めた（ 年 月（第 審））．し

かし，この判決は建前上差別は違法と断定しつつも，民

法で規定された入会権はその 各地方の慣習 に従うと

されているため，世帯主の夫が区外の場合は権利を認め

られず，入会権の世帯主要件の男女差別（男子孫）は部

分的に残ることとなった．

その後の控訴審（ 年 月（第 審））においては，

高裁は入会権の法的解釈で 男女の取り扱いで異なる同

部落の慣習が公序良俗に違反するとまで認められない

と判断し，原告が逆転敗訴となった．

そして， 年 月 日上告審判決では， 二人（世

帯主の女性）に関する部分を破棄し高裁に差し戻す，そ

の他の上告を棄却する， 世帯主要件は公序良俗に反す

るものではない， 男子孫要件は男女の本質的平等を定

める日本国憲法の基本理念に照らしても合理的理由は見

いだせない， 二人は世帯主要件を満たしており，二審

判決には法令違反があり，差し戻しが必要，その他の上

告人は会員でないとした二審判決は正当．（世帯主の 夫

が区外 は救済しない），とされた ）．

以上の判決を受けて， 年 月には金武部落民会会

則が改正された．その内容は， 正会員資格から男のみ

を削除する， 女子孫世帯は準会員として一代限り配分

金支給を削除する， 新たな会員資格条件として 世帯

主 が盛り込まれた ）．しかし，特に の点は，依然

として古い世帯主制度が復活する可能性を持ち込むもの

として，問題を残すものである．

問題点 残る世帯主主義と発生する地代

杣山訴訟で未解決の問題は，入会権の根拠たる 各地

方の慣習 とその優先の問題である．沖縄のみならず日

本各地の多くの入会についてみても，その 各地方の慣

習 では入会権は世帯主義に基づき，民主主義手続きと

しての管理運営上の議決は一世帯一票制である．したが

って，この点から，入会制度を民主的性格を持つものと

無条件に評価することには賛成はできない．一世帯一票

制が選挙権を持った入会集団構成員の一人一票制よりも

民主的と考えるのは，持ち株数による議決権による株式

会社制度が構成員一人一票制度の協同組合制度よりも民

主的と考えると同様に，民主主義の原則からの逸脱であ

る．

また，世帯主義は現実には，男女差別の問題とリンク

して，世帯主主義にすり替えられている．世帯主は戸籍

筆頭者のような形式的なものではなく，それは今の日本

社会ではほとんどが男性でしかありえないからであ

る ）．

次に入会地に発生する地代の問題がある．杣山訴訟で

も経済的土台となるのは入会権補償の軍用地料の分配問

題であった．先の事例にあげた貫見 名共有体において

も立木価格が低下している現段階は新規参入者への地代

分配は問題となる可能性は小さいが，仮に地代が現在よ

り増加する場合には入会集団内により複雑な問題が発生

することは当然予想される．

入会権の法的根拠たる 各地方の慣習 を世界の民主

主義と人権レベルに合わせて再構成する必要がある．

入会・入会権の近代化と民主化・社会化の課題

地縁団体と地縁団体による所有の評価

地縁団体とその所有を地方自治の観点からどのように

評価するかは大きな課題である．

まず，地方自治は，住民自治（地方の行政が，地方の

住民の意思と責任に基づいて処理されること）と団体自

治（国の一定地域を基礎とする独立の団体（地方公共団

体）が，自主的に団体の事務（地方の行政）を担当する

権能を有すること）から成立するが，地縁団体も同様の

権利を持つものである．しかし，近年の地縁団体による

林野管理への肯定的評価は，団体事務としての一面的な

評価にすぎず，団体内部での民主主義の課題にはふれて

いない．

次に，地縁団体に対する地方自治論からの否定的，肯

定的なそれぞれの評価を引用する．最初は，歴史的事実

を踏まえた否定的な評価である．

戦後地方自治制度の改革のなかで，もうひとつ特記

しなければならないのは，町内会・部落会の廃止である．

もともと町内会・部落会は，明治維新の町村合併のさい

に，合併された旧村を単位につくられており，住民の生

活と生産の自治的組織として続いていた．（中略）町内
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会・部落会は行政の下請機関として利用され，戦時中は

戦時遂行のための末端機関としての役割をはたしたとい

う経過があった．（中略） （昭和 ）年 月 日に，

部落会・町内会を廃止する政令が制定された．この政令

には，町内会長，部落会長をつとめたものは，むこう

年間，類似の事務を掌ることはできないとか，あるいは

町内会・部落会の財産は ヵ月以内に精算することなど

が書かれていた．しかし，法的に廃止されたとはいえ，

町内会・部落会は実質的に存続し，戦後日本の地域の自

治を底辺で支えると同時に，有力者と結びついた 草の

根保守 といわれる組織としても機能していくことにな

った ）（下線は引用者）．

以下は，肯定的な評価である．この評価は，市町村合

併後の大規模市町村の形成とその対極の身近な地方自治

の問題としてある地域自治組織（地域自治区・合併特例

区等）を，住民自治によって発展させる課題とリンクす

る限りで意味を持つことになる．

単に要求したり反対したりというだけでなくて自分

たちで維持していくということになるとそれは個人では

出来ない．そうするとそれにどんな組織で取り組むのか

という組織論の問題が出てきます．単なるボランタ

リー・アソシエーションで，こういった地域全体にかか

わることを管理できるかというと，それにはやっぱり限

界がある．しかもそれは住民組織だけでは済まなくて，

その上には自治体があり，さらにその上には国家がある．

そういう中で行われている地域生活です．そういうよう

な関連の中で管理を行うのですから，そうなるとどうい

う組織像がその中から出てくるかというと，町内会・コ

ミュニティーの問題にぶつかります． 町内会について

はそれ自体大変長い議論があるわけで，しかもその中に

は大変違う，対立する議論もある対象です．最近，議論

がかなり収斂してきて，単に否定・拒否というのではな

くて，やっぱりそれを使いこなそうという動きが強くな

ってきているように思います ）（下線は引用者）．

日本の都市社会の未成熟性とコモンズ論が寄せる山

村社会への過大な期待

今日，研究者や運動者のコモンズ論への期待の大きさ

には，逆説的な意味から注目されるものがある．それ

は，先にも述べたように，著書は論理としてのコモンズ

論とともに，社会現象としてのコモンズ論が現代日本社

会の歪みを反映する最良の分析対象とさえ考えるからで

ある．そうした観点から以下述べてゆく．

（ ）都市観の歪みがもたらす入会権への誤解

まず，戦後の労働運動と労働者協同組合運動の先頭に

立ってきた中西五州氏の最近の著書から考えてみること

にする．生活者・消費者の立場から資本主義改造による

理想社会への道を同氏は提起し，家族は母親中心の母系

社会，私有の観念はなく全てのものは共有，助け合わな

くては，協同しなくては，平等に分け与えなくては生き

ていけない社会の典型として， 理想社会の原型は原始

共同社会である と述べている ）．

ここには，原始共同社会，つまり共同体への過剰とも

いえる思い入れと共同体遺制の短所への軽視がうかがえ

るが，それは同氏に限られたことではない．

こうした過剰な思い入れの要因は一体何なのであろう

か．小論では，主に都市の側から起こされたコモンズ論

や林野コモンズ論が山村に過大な期待を寄せる土壌・背

景の一つとして，歪んだ日本の都市社会の存在，つまり

都市の民主主義の後進性にあると考えている．

住宅問題研究者の牛見章氏は，土地を共有とし市民の

都市経営参加を当然とするヨーロッパ型の都市が育って

いないことが大きな問題であると，次のように示唆に富

む指摘をする． 都市についてであるが，ヨーロッパ人

の諺に 神は農村をつくりたもうた．それに対して，人

間は都市をつくった という言葉がある．これは，農村

が自然発生的なものであるのに対し，都市は，手工業者

や商人たち，いわゆる市民が，封建領主の農村国家から

独立して都市国家をつくったのがはじまりであって，農

村とは全く異質のものであることをいっているのであ

る．都市国家から発展した現在のヨーロッパの都市は，

一つの独立した国家であったが故に，自治体であり，一

つの生態系を保持するクローズドシステムの地域とし

て，都市内に森林をもち，封建領主から土地を共同で買

い取って設立した都市経営社会のようなものであるか

ら，土地は共有であり，株主である市民の計画参加は当

然のこととして現在に至っている．これに対して，農村

地域の城下町，門前町，宿場町として発生，農村社会と

の入り組み状態を残したまま発展してきたわが国の都市

は，周辺農村部に生態系を依存したオープン・システム

であって，ヨーロッパのように市民がつくった都市では

ないので，本来の都市観が育っていないのも当然のこと

である ）（下線は引用者）．

（ ）入会権の民主化と社会化
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石見尚氏は，労働者協同組合の世界的典型の一つであ

るモンドラゴン協同組合複合体（スペイン）の基底に，

バスク地方の村落共同体の精神の存在を認める．また，

日本の村落共同体の“結い”に基づく共同性との関連を

指摘しつつ，ピラミッド型のタテ社会（株式会社制度な

ど）とは対極のフラットなリング状の組織（その可能性

は労協にある）を，日本型として創造するためには，村

落共同体の遺制にみられる短所を克服しなければならな

いとも指摘する ）（下線は引用者）．さらに，フラット

なリング状の組織を開放的システムにするために，日本

的な特色を客観化し論理化する作業が必要であるとも指

摘する．これらの指摘は， 各地方の慣習 を住民自治

の立場から改革することに，つまり入会権の民主化と社

会化を目指すべき入会研究とその現代化にとって，貴重

な示唆を与えるものであろう．

施業論や農法論などの技術論の欠落

ブームといえる林野コモンズ論に，日本の里山論をさ

らにリンクさせたのが林野コモンズ論 里山論である．

この立論には， 共有地である里山が薪炭林として過剰

利用されて との文言 ）のように，薪炭林（奥地林，

稼ぎ山）と農用林（農家の裏山，自家用の肥料等）を同

一視するという初歩的な技術論的混乱がある．

こうした混乱は，歴史（社会の発展段階）と地域性（民

族性）を考慮しない点では，林野コモンズ論の混乱と共

通するものがある．さらに，日本の里山はヨーロッパに

もあるとする森林文化論者等の誤った立論が，この混乱

を一層拡大することになった．しかし，この誤った立論

に対して，土地利用の違いに基づき ヨーロッパの農村

には，日本のような里山はない と，原則的な林学者の

立場から四手井綱英氏が極めて説得的な批判を加えてい

るのは重要である ）（下線は引用者）．

今後，林野コモンズ論が内実性を持ちつつ社会的課題

に答える有効な論理となるためには，実証と運動の課題

として，入会慣習に関する法社会学的な分析だけでなく，

森林利用・土地利用などに関する経営論と技術論を含む

総合的な実証が必要であろう．農業における農法と林業

における施業法の実体に関する歴史的分析が不可欠とな

る．それは，何より林業経済学の研究者の課題である．

入会林野の土地問題と解決方向

林業の土地問題の解決という原則に立ち，入会林野近

代化政策を土地問題解決に向けての，真の構造改善対策

として捉えれば，地代（立木価格，山林素地価格）の低

下している現在は，逆に真の構造改善対策の好機でもあ

る．林地の交換分合などを含めて，フランス森林法にみ

る構造改善政策のように国家政策としての取り組みも検

討されるべき時期に来ていると考えられる ）．

入会林野の将来を展望するに当たっては，これまでの

森林資源政策の見直しが不可欠である．木材生産物の林

業経営から非木材生産物の林業経営，つまり地主的でな

い農民的林野利用ないしは農民的林業の確立を念頭に，

土地問題の解決の原則に立った，真の構造改善政策が林

業には必要である．

また，入会集団については，地縁団体化した入会集団

が森林組合に加入し，生産組合的機能を発揮していくた

めには，地方自治・住民自治の本旨を踏まえて，農民的

林野利用・農民的林業と地域住民による自助組織の確立

の観点から，林野行政において森林組合法制度と森林組

合に関係する諸制度のあり方も検討し，新たな位置づけ

を明確にする必要があろう．

制度上の壁に逢着した入会林野の整備事業には入会林

野の所有権上の近代化ではなく，利用権を優先した入会

権の民主化と社会化が必要である．そして，入会林野管

理に果たす協同組合運動の重要性と地方自治の役割の大

きさを指摘して結びとする．

なお，本稿作成に当たり，松田良吉氏を始め貫見 名

共有体の皆様には現地調査と資料提供等でお世話になっ

た．比嘉宏仁氏（沖縄市軍用土地等地主会事務局長）に

は沖縄関係の貴重な資料を提供していただいた．ここに

記して，心からお礼申し上げる．

（本稿は，東日本入会林野研究会第 回研究大会《

年 月 日，青森市》における話題提供（菊間口頭）に

加筆の上，再構成したものである．なお，話題提供の一

部は， 入会林野の管理と山村社会の自治 コモンズ論

との関連で （菊間，中鉢）として同研究会会報《第

号， 年 月》に掲載された）

注及び引用文献

）松原邦明氏は，民法と法社会学の観点から，入会権

が林野の乱開発を防ぎ，地域共同社会や環境を維持
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してきた点を原則的に評価する（松原邦明 入会林

野近代化政策の展開と入会林野の意義 東日本入

会林野研究会会報 第 号， 年， 頁）．

また，楜澤能生氏はノートと断りつつ，コモンズを

含む共同体の再評価の意義について提起をしている

（楜澤能生 共同体・自然・所有と法社会学 法社

会学の新地平 日本法社会学会編，六本佳兵責任編

集，有斐閣， 年， 頁）．なお，少なく

ない林業経済学研究者の多分に観念的な林野コモン

ズ論への傾倒については，小論で論じるところであ

る．

）宇沢氏等の提唱するコモンズは，次の通り要約でき

よう．まず社会的共通資本の概念とは広い意味での

政府の果たすべき役割，機能を抽象して得られたも

のであり，次に社会的共通資本は一つの社会ないし

国の基本的骨格を形成し，その性格によってこれら

の社会的，経済的安定性が規定されるような，経済

体制の設計において中心的な役割を果たすものであ

り，さらにその一つに森林（自然環境が果たす社会

的共通資本としての役割）がある．このように森林

をはじめとして，様々な形態をとる自然資本に関し

て，その社会的管理組織として歴史的に形成されて

きたのが，いわゆる コモンズ （共有地，入会地）

制度である．また，社会的共通資本は，一方で資本

主義以前から存在したとされ，その典型（根源的形

態）にはゲルマン法社会における農業経済社会にお

ける共有地が該当するという（宇沢弘文・茂木愛一

郎編 社会的共通資本 コモンズと都市 東京大

学出版会， 年）．また，宇沢弘文 コモンズと

入会 東日本入会林野研究会会報 第 号， 年，

頁，にも詳しい．

）マルクス 資本主義的生産に先行する諸形態 経

済学批判要綱 第 分冊，大月書店， 年，

頁．

）林野地主制との関連では，入会地の収奪はその支配

を弱めた（農民の土地からの解放）のでなく，逆に

その強化（農民の土地への緊縛）を入会林野が果た

した点（平野義太郎 日本資本主義社会の機構 岩

波書店， 年， 頁）にも，入会の事実確

認のための光が当てられなければならない．

）最近の実証的な研究に，山下詠子 入会林野におけ

る認可地縁団体制度の意義 長野県飯山市と栄村の

事例より 林業経済 第 号， 年，

頁，がある．地方自治は，住民自治と団体自治から

なるが，この論文は住民自治の視点を欠いたまま，

団体自治としての認可地縁団体の林野管理を機能論

的に論じている．しかし，地方自治体の入会林野近

代化事業に果たした役割を客観的に分析し，その将

来も 地方自治の本旨 ，特に住民自治から問い直

せばならない．

）熊本一規氏は，自治に基づくルールを備えた入会権

が持続的開発の見本であり，入会権が環境を保全す

るので，入会権は封建的権利でないとする（熊本一

規 公共事業はどこがまちがっているか？ コモン

ズ行動学入門 早わかり［入会権・漁業権・水利

権］ まな出版企画， 年， 頁）．つまり，

無駄な公共事業を抑止する力，対抗する方法として

入会権，漁業権，水利権の有効性が強調されている．

しかし，小論では有効性には同意するが，入会権の

持つ非民主制，非社会性について全くふれないこと

の一面性について指摘したい．

この点に関連して，原田純孝氏の次の指摘は重要

である． 生ける法 に基づき入会権を農民集団に

属する私法上の権利として位置づけることは，その

理論構成の如何を問わず，農民の生産・生活と権利

擁護の主張であり続けたからである．ただし，入会

の主体が本質的には村落共同体で，その構成員は戸

であることと，その 私法上の 権利性との調整の

問題は，完全に処理しきれていなかったのではない

か．この点は，その後の 入会権の解体 や入会権

近代化法の評価の仕方にも一定の影響を及ぼしたよ

うに思われる （下線は引用者）（原田純孝 日本の

法社会学の一断面 農村と家族と都市 法社会

学の新地平 日本法社会学会編，六本佳兵責任編集，

有斐閣， 年， 頁）

）田中克哲 最新・漁業権読本 まな出版企画，

頁， 年．

）ゲヴェーレとは， ゲルマン法の物権制度の基礎的

観念で，本権たる物権の表現形式としての，物の事

実的支配状態（動産の場合は所持，不動産の場合に

は用益）をいう （末川博編 全訂法学辞典（改訂

増補版） 日本評論社， 年， 頁）

） そもそも国土利用は長い歴史の中で醸成され，秩

序づけられてきた国土の維持方式に他ならない
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（略）．そこには国土資源の利用と生態系のバランス

を適切に調和させる経験的技術が秘められているこ

とが多い．（中略）国際化時代に入ったからこそ，

国土利用の固有性を尊重する認識が強められてしか

るべきである （志村博康 農業水利と国土 東京

大学出版会， 年， 頁）

）林業法における所有権優先，利用権非優先に関連

し，中尾英俊氏は次のように指摘する． これ（宅

地，農地，引用者）に対し，林地については，戦前

から今日に至るまで，土地利用権を保障するための

特別法は，ついに制定されるに至っていない （渡

辺洋三・中尾英俊 日本の社会と法 日本評論社，

年， 頁）

）渡辺洋三氏によれば，戦前段階に限定しても 家族

制度 を規定していた条件として， 第一に政治的

条件として 家族制度 は天皇制およびその一つの

階級的支柱である 地主制 のイデオロギー的・社

会的基盤であった．第二に，社会的条件として，そ

れはまた，村落共同体その他日本社会の共同体的諸

関係，家父長制的身分関係のイデオロギー的・社会

的基盤でもあった．第三に，それは経済的条件とし

て，日本資本主義の再生産構造を媒介する社会的基

盤でもあった （渡辺洋三 日本社会と家族 労働

旬報社， 年， 頁）とする．

）この視点については，協同組合研究者の石見尚氏か

ら貴重なアドバイスを頂戴した．

）代表的なものに，井上真 コモンズの思想を求めて

新世界事情 岩波書店， 年，室田武・三俣学

入会林野とコモンズ 日本評論社， 年．

）半田良一 入会集団・自治組織・そしてコモンズ

村落と環境 第 号，村落環境研究会， 年，

頁．なお，他に半田良一 入会とコモンズ 国

民と森林 第 号， 年， 頁，同 入会集

団・自治組織，そしてコモンズ 中日本入会林野

研究会会報 第 号， 年， 頁．

）黒澤一清 生産組合運動の現段階的意義 日本漁業

における生産組合運動の性格とその諸問題 漁

業経済研究 第 巻第 号，東京大学出版会， 年，

頁．

）生産森林組合の農林業・中小企業論からの生産組織

論的な位置づけと分析については，菊間満 生産森

林組合の現状と今後の課題 東日本入会林野研究

会会報 第 号， 年， 頁，小川三四郎 森

林組合論 地域協同組合の展開と課題 日本林業

調査会， 年に詳しい．

）高須儼明・松岡勝定編著 入会林野近代化法の解

説 日本林業調査会， 年， 頁．なお，この発

言は近代化には山村への資金導入を図ることが何に

もまして重要であるとの強調の後にされている．

）戒能通孝 小繋事件 三代にわたる入会権紛争

岩波新書， 年， 頁．

）同注 ）， 頁．

）同注 ）， 頁．

）同注 ）， 頁．

）沖縄県の入会の状況について， 事例の実態調査が

紹介されている（中尾英俊編 沖縄県の入会林野

沖縄県， 年）

）認められた男女平等 世帯主要件は の勝利（比

嘉道子 金武町杣山訴訟 最高裁判決の意味するも

の《上》 琉球新報， 年 月 日），同 建前上

差別は違法と断定 実際には生かれぬ判決 （同上

《下》琉球新報， 年 月 日）．なお，この段階

までの経緯と判決の評価を，中村忠氏が明らかにし

ている（中村忠 男女不平等に関する入会会則と公

序良俗違反の有無 判決事例を介して 東日本

入会林野研究会会報 第 号， 年， 頁）．

） 大きな前進 と原告 世帯主 解釈で依然懸念

も （追跡 金武区入会権会則変更 琉球新報，

年 月 日）

）農家の直系男子相続制度や入会権について戸主制度

がジェンダー上大きな問題であるとの著者（菊間）

の意見に対して，山形県金山町の農林家である栗田

和則氏は同家では数代に亘り舅が嫁と養子縁組し，

女性の権利を尊重していると回答した（ 東日本入

会林野研究会会報 第 号， 年， 頁）

）中西啓之 日本の地方自治 理論・歴史・政策

自治体研究社， 年， 頁．

）中田実 地域住民組織と地域共同管理 現代日本に

おける地域住民組織の可能性 名古屋大学社会

学論集 第 号， 年， 頁．

）中西五州 理想社会への道 私の資本主義改造論

同時代社， 年， 頁．

）牛見章 解説 住宅・宅地・都市問題 ドメス出版，

年， 頁．
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）石見尚 日本型ワーカーズ・コープの社会史 働く

ことの意味と組織の視点 緑風出版， 年，

頁．

）村田泰男 コモンズが守る森林 森林環境

森林文化協会， 年， 頁．

） 森林と農地の関係，それらの管理や栽培作物のあ

り方については，ヨーロッパと日本の間ではそれほ

ど違いがあるので，シュワルツヴァルトの森林が子

どもの遊び場や遊戯施設として林業以外に利用され

ているとしても，（北村昌美氏のように，引用者）

それをヨーロッパの里山と見ることには，私は尻込

みする．ヨーロッパ大陸の放牧場の発達した地方に

は，日本で私が唱えたような 里山 はないものと

考えた方がよい．そこには，農家の農業経営にのみ

使われる森林は存在しない．里山はヨーロッパには

ない，と言いきりたい （下線は引用者）（四手井綱

英 森林はモリやハヤシではない 私の森林論

ナカニシヤ出版， 年， 頁）

） 年発効の フランスの森林基本法 （ジェトロ，

年）から，その一部を引用する． フランスの

私有林の所有者は 万人を数えるが， 以上を

所有しているのは 万人にしかすぎないことから

も，私有林の区画が細分化していることがわかる．

大量の木が犠牲になった 年 月の大嵐後，私有

林の区画統合が加速したが，同基本法においても，

森林区画の統合ひいては森林の環境管理が目的のひ

とつとなっている．区画整理，あるいは交換分合は

税制措置と抱きあわせになっており，たとえば

ユーロ未満の私有林区画の売却時における免税措

置，小規模区画（ ）に関する環境保全契約時

の税制優遇措置等が制定された． また，森林区画

の投資を促進するために，公的貯蓄を支柱とする新

制度が同基本法第 条に規定されている．これは，

森林区画の新規購入，あるいは同森林基本法を機に

設立された森林貯蓄会社（略）の資本の一部を取得

する自然人，私人に対して，一人当たり ユーロ

を上限に投資額の が免税されるという措置であ

る （下線は引用者）
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